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1,518,518 3,659,188
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27 3 31  

 

D-23-1 3,329 2,579  

1,190,670 922,769 1,193,999 925,347  

 

29 1 19  

29  

D-21-1 339,874 263,402  

D-1-23 284,386 220,399  

D-1-14 320 35,092 27,196   

1,521,847 1,179,429 2,181,198 1,690,426  

 

29 10 11  

 

D-23-3 129,033 100,000  

D-23-4 387,097 300,000  

D-23-5 132,170 102,432   

2,181,198 1,690,426 2,829,498 2,192,858  

 

30 10 10  

 

D-1-5 123 10,000 H25 7,750  

D-1-7 327 40,000 H26 31,000  

D-1-9 338 15,000 H26 11,625  

D-23-2 190,813 H26 166,961  

D-23-3 157,092 H25 137,455  

D-1-17 521 15,000 H25 11,625  

D-1-23 30,000 H26 23,250  

F-2-1 287,277 H27 229,821   

2,829,498 2,192,858 3,628,837 2,812,345  

 

2 5 19  

 

D-23-3 30,351 23,522  

3,628,837 2,812,345 3,659,188 2,835,867  

 

24  

 

25 3  



 

（様式１－３） 

相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和 3年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 52 事業名 
住宅・建築物安全ストック形成事業 

（がけ地近接等危険住宅移転事業） 
事業番号 Ｄ－１３－１ 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 市(直接) 

総交付対象事業費 1,344,060（千円） 全体事業費 1,294,7061,344,060（千円） 

事業概要 

■住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業） 

今度想定される災害への未然防止を図るため、津波やがけ地の崩壊等による自然災害のおそれの高い土地から居住

者自身の自助努力による住宅の移転を支援し、もって市民の生命の安全を確保するため事業を実施する。 

▽事業量 

①移転想定世帯数：343 世帯（H24 年７月意向調査集計結果に基づき変更） 

②事業費：危険住宅の除却等に要する費用、危険住宅に代わる住宅の建設（購入）に要する資金を金融機関等から

借り入れた場合、当該借入金利子に相当する費用を補助 

▼位置付け 

〔相馬市復興計画(Ver1.2)〕第 2章-第 2節-第 2項 被災地整理(P26) 

〔相馬市復興計画(Ver1.2)〕第 2章-第 2節-第 3項 住宅の整備 (P31) 

〔相馬市復興計画(Ver1.2)〕第 2章-第 2節-第 9項 防災体制整備(P43) 

 

（事業間流用による経緯の変更）（令和 3年 1月 12 日） 
 事業進捗により事業費が減額したため、D-5-2 災害公営住宅家賃低廉化事業［補助率変更分］へ 49,354 千円（国費：
H25 予算 37,015 千円）を流用。 

 これにより、交付対象事業費は 1,344,060 千円（1,008,045 千円）から、1,294,706 千円（971,030 千円）に減額。 

 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度～令和 2年度＞ 

今度想定される災害への未然防止を図るため、津波やがけ地の崩壊等による自然災害のおそれの高い土地から居住

者自身の自助努力による住宅の移転を支援し、もって市民の生命の安全を確保するため事業を実施する。 

①移転想定世帯数：343 世帯のうち、移転を行ったものに順次補助 

②事業費：危険住宅の除却等に要する費用、危険住宅に代わる住宅の建設（購入）に要する資金を金融機関等から 

     借り入れた場合、当該借入金利子に相当する費用を補助 

 

東日本大震災の被害との関係 

今回の震災により、当市沿岸部においては、約 2,000 ヘクタールが津波により浸水し、772 戸の建物が流出するな
ど甚大な被害を受けている。 
特に、建物が流出し、多くの犠牲者を出した地域においては、居住するための新たな建物を建築することは危険

と判断し、約 110 ヘクタールの「災害危険区域」を指定している。 
今後、災害の未然防止を図るため、当該災害危険区域や津波、がけ地の崩壊等による自然災害のおそれの高い土

地から居住者自身の自助努力による住宅の移転を支援し、市民の生命の安全を確保する必要がある。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

市沿岸部において、約 110 ヘクタールの「災害危険区域」等を対象に、防災集団移転促進事業を実施し、住民を
安全な場所に移転させるべく、現在事業を行っている。 
また、経済的に自力での住宅を建設することが難しい方向けに災害公営住宅を建設し、被災者に貸与することも

行う。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

 

 

 

 

 

  

 
 



 

（様式１－３） 

相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和 3年 3月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 88 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分） 事業番号 D-5-2 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 市 

総交付対象事業費 0 （千円） 全体事業費  341,173385,591 （千円） 

事業概要 

■災害公営住宅家賃低廉化事業 

東日本大震災による津波、地震で著しい被害を受けた本市沿岸部地域に居住する住民の円滑かつ迅速な復興を図るため、家屋の流

出等の被害を受けた住民のうち、経済的理由などにより自力で住宅を建設できない住民に対し被災者用災害公営住宅を整備するが、

被災した入居者に対する経済的支援を行うため、家賃の近傍同種家賃と公営住宅法に基づく入居者負担基準額との差額について補助

を実施することによって、地域住民の生活の安全性、利便性の向上を図ること、また、地域経済産業の早期回復に資するものとなる

よう実施する。 

※管理開始後 5 年経過すると基本国費率が 3/4 から 2/3 に変更となるため、No.20 事業（D-5-1）の事業内容のうち、管理開始後

5年が経過した災害公営住宅に係る内容を移行したものである。 

（事業間流用による経緯の変更）（平成 29年 1 月 19 日） 

追加配分のため、◆D-1-1-1 震災後における代替輸送確保支援モデル事業より 3,528 千円（国費：2,940 千円）を流用。これに

より、交付対象事業費は 0千円（0千円）から、3,528 千円（2,940 千円）に増額。 

（事業間流用による経緯の変更）（平成 30年 1 月 17 日） 

追加配分のため、D-23-3 防災集団移転促進事業（荒田地区）より 52,418 千円（国費：43,680 千円）を流用。 

これにより、交付対象事業費は 3,528 千円（2,940 千円）から、55,946 千円（46,620 千円）に増額。 

（事業間流用による経緯の変更）（平成 31年 1 月 11 日） 

追加配分のため、★F-2-1-1 市街地効果促進事業（相馬市）より 62,897 千円（国費：H27 予算 52,414 千円）を流用。 

これにより、交付対象事業費は 55,946 千円（46,620 千円）から、118,843 千円（99,034 千円）に増額。 

（事業間流用による経緯の変更）（令和 2年 1月 10 日） 

 追加配分のため、★F-2-1-1 市街地効果促進事業（相馬市）より 222,330 千円(国費：H27 予算 185,274 千円)を流用。 

 これにより、交付対象事業費は 118,843 千円（99,034 千円）から、341,173 千円（284,308 千円）に増額。 

（事業間流用による経緯の変更）（令和 3年 1月 12 日） 

 追加配分のため、D-13-1 住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業）より 44,418 千円(国費：H25

予算 37,015 千円)を流用。 

 これにより、交付対象事業費は 341,173 千円（284,308 千円）から、385,591 千円（321,323 千円）に増額。 

当面の事業概要 

＜平成 29年度＞      対象戸数：馬場野地区       ７戸（No.20 事業（D-5-1）と重複あり） 

＜平成 30年度＞      対象戸数：馬場野地区等     ８２戸（No.20 事業（D-5-1）と重複あり） 

＜平成 31年度＞      対象戸数：馬場野地区等     ９６戸（No.20 事業（D-5-1）と重複あり） 

＜令和 2年度（見込み）＞ 対象戸数：馬場野地区等 ２７８２３０戸（No.20 事業（D-5-1）と重複あり） 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災により、住家を失った住民のうち、約 3,800 人（約 1,400 世帯）が震災後、約 1年７ヶ月を経過する現時点において

市内の応急仮設住宅で生活を営んでいるこれらの被災者（低所得者等（特区特例により収入要件緩和）、高齢者）を対象に応急仮設住

宅から恒久住宅への住み替えを図り、生活環境の改善を図る。 

 被災者は、応急仮設住宅やアパートでの生活になり、震災前と住環境が著しく変化したことで身体や心に大きなストレスを感じて

いる現状から健康被害が生じることが懸念され、いち早く恒久住宅に住み生活基盤を固めることが非常に重要である。 

 なお、応急仮設住宅や県借上げアパート入居者の多くは、今後の生活に対する経済的不安を感じているため、家賃等の負担を軽減

する対策は必要不可欠であります。 

関連する災害復旧事業の概要 

 被災者向けに応急仮設住宅 1,500 戸を建設 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  



 

基幹事業との関連性 
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375,000  1,246,649  

 

 

 

 
    L=2,000m W=6m C=1,246,649  
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27 3 31  
D-23-1 155,865

120,795  
375,000 290,625 530,865 411,420  

 
29 1 19  

 
D-21-2 228,609 177,172  
D-21-3 81,543 63,196  
D-21-2-1 77,420 60,000  

530,865 411,420 918,437 711,788  
 

30 10 10  
 

D-23-3 222,813 H25 194,961  
F-2-1 18,288 H27 14,630  

918,437 711,788 1,188,878 921,379  
 

2 1 10  
2 F-2-1 57,771 H27 44,772  

1,188,878 921,379 1,246,649 966,151  
 

24  

25 23  
 

 

 

 

 

 



 

 

  

 
 


